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社会背景

中小企業のＤＸ化が進まない課題として

①ＩＴ人材の不足 ②導入コスト ③経営層のコミットメント不足などが挙げら

れているが、まずは③経営層のコミットメント不足を解決することが

大前提である。

コミットメントが不足している理由は、経営者の実務量、時間創出など企業ご

との課題が考えられるが、まずは経営層の導入意欲を高める、意識変革が最優

先であると考え目的を設定した。

はじめに

1. コロナ禍における経済への影響は甚大であり、日本経済はリーマンショッ

クを超える落ち込みとなった。

2. 感染予防と経済活動の両立が必要である。

3. コロナ禍において、サービス提供、商取引、組織運営など非対面・非接触

での企業活動が求められている。

4. DXが解決の一手ではあるが、中小企業のDX導入は進んでいない。

中小企業経営者の導入意欲を高めることが必要

https://dx -drive.com/
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オンラインツアー

CASE

Vimeo ／ 自社開発

導入ツール

介護施設向け旅行サービスを行う旅

行会社が、オンラインツアーを介護

施設のレクリエーションとして活用

する事で既存のお客様の満足度を維

持し、新規のお客様の数が4倍に増

えました。

概要

https://dx -drive.com/

https://matterport.com/ja
https://vimeo.com/jp
https://dx-drive.com/


① 実際の旅行の実施が困難になった

② 介護施設の入居者は外に出掛けることが出

来なくなった

③ どうやって外出気分を作り、介護施設入居

者のストレスを解消させられるか

① オンライン旅行気分を味わい楽しむこと

② 普段旅行には参加できない方でもオンライ

ン参加できるようにする

③ レクリエーションにおいて新しい選択しを

提供する

課題

導入
効果

導入
目的

リアルな介護旅行から、オンラインでのバー

チャル旅行に切り替えたことにより、ツアー参

加介護施設数が120 施設から500 施設まで増え

た。

CASE オンラインツアー

https://dx -drive.com/
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バーチャル仏壇店

CASE

Matterport

導入ツール

実店舗を3Dスキャナーで撮影し、

Webサイトに公開することで、オン

ラインでも店内を自由に移動し商品

を確認できるようになりました。

概要

https://dx -drive.com/

https://matterport.com/ja
https://dx-drive.com/


① 新型コロナ感染症の拡大による顧客来店数

の減少

② 店舗売り上げの減少

③ ネット販売の売上が伸びない

① お客様が自宅から店舗を下見ができる

② バーチャル店舗で下見をして実店舗への来

店導入

③ バーチャル店舗からECサイトリンクによ

るネット販売増加

課題

導入
効果

導入
目的

供養業界やメディアからの反響があり、ホーム

ページアクセス数およびバーチャル店舗の訪問

数が増加しました。それに伴い、バーチャル店

舗で下見をしたうえで、実店舗へ来店いただく

事例が出てきた。

CASE バーチャル仏壇店

https://dx -drive.com/
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DXツールの紹介 ①

RPAツール

RPAで作業を自動化できれば大幅な工数削減につながり、スタッフの負荷や残業の減少はもちろん、空いた
リソースを別の業務にアサインできるため、企業の生産性向上も実現できます。ただし、RPAでは業務プロ
セスに、都度、人の判断が必要な作業や毎回やり方が変わる作業が含まれる場合は全体的な自動化は難しく
なります。

RPAは人手による作業に比べ作業速度が速いだけでなく、ヒューマンエラーの減少につながるため、速さと
品質を向上させる効果が期待できます。

人がパソコンを使って行う定型作業や単純作業を自動化できるツール

チャットツール

チャットツールを活用することで、プロジェクトごとにメンバーをアサインし、資料やトークを共有したり、
以下で紹介するオンライン会議ツールを使ってそのままミーティングをスタートしたりすることができます。

チャットやミーティング内で使った資料は、そのまま共有して閲覧や編集が可能です。メールに比べて、タ
スク共有や管理が適切に行える点や、読み忘れたりする危険性も少ないため、テレワークでも高い生産性を
維持できる点がメリットだといえます。

「Slack」や「Microsoft Teams 」「Chatwork 」といったチャットツール

オンライン会議ツール

移動時間と距離という概念をなくしたオンライン会議ツールは、企業の生産性を大きく向上させるツールの
代表格ともいえるでしょう。

テレワークを行う際にマストなツールであり、社内外の会議はもちろん、商談やセミナーなどに幅広く活用
されています。ただし、すべての社内会議がオンライン会議になると、コミュニケーション不足になりがち
な点は注意が必要です。

「Zoom 」「Google Meet 」などをはじめとしたオンライン会議ツール



DXツールの紹介 ②

オンラインストレージ

社内外のメンバーとプロジェクトに関わるデータを同一ドライブで共有し、閲覧、編集などを複数のメン
バーで同時に実施できます。また、クラウドという特性上、パソコン以外のスマホやタブレットなどからも
シームレスに操作できるため非常に便利です。

ただし、無料のオンラインストレージの場合、セキュリティ面が若干不安なツールもありますので、できれ
ば有料のツールを利用するべきです。

「Google Drive 」「Dropbox 」といったオンラインストレージ

MAツール

MA（Marketing Automation ）とは、企業のマーケティング活動を効率化するためのソリューションです。
マーケティングにおける市場のリサーチや分析、さまざまなデータ集計といった作業を効率化・自動化しま
す。

また、顧客情報を参照して、メルマガやセミナーなどのツールを活用した最適な提案を最適なタイミングで
行うことが可能です。これらのデータ活用により顧客をリードや優良顧客へ育成することで、営業効率を高
めるのがMAツールのメリットになります。

企業のマーケティング活動を効率化するためのソリューション

CRM

ユーザーの年齢や性別、住所、メールアドレスをはじめ、消費行動や取引履歴などのさまざまな情報を管理
することで、営業活動やマーケティング活動を効率化します。そのため、経営層の意思決定スピードを加速
させ、商品戦略など経営戦略にもタイムリーに反映させることができます。

顧客情報はクラウド上で管理するケースが多く、社内外にいるメンバーとリアルタイムに共有することが可
能です。メンバー間で情報を一元管理し、アップデートやサポートがスムーズに行えるため、生産性の向上
につながります。

顧客管理ツール



DXツールの紹介 ③

SFA

営業活動における案件管理や、商談の進捗をはじめ、営業担当者同士の情報共有、活動報告や見積もり作成
といった事務作業を効率化できます。

SFAは現場の営業担当者が使うことを想定されたUI・UXが備わっており、IT リテラシーが低い方でも比較
的容易に扱える点がメリットです。

企業の収益に直結する営業活動の生産性を上げられるSFAは、もはや営業活動に必要不可欠なツールといえ
ます。

営業支援ツール

BIツール

企業が収集した膨大なデータを有効活用するためには、データサイエンティストなどによる分析が必要不可
欠となります。しかし、データ分析に特化した人材を潤沢に抱えている企業は、それほど多くはありません。

BIツールを活用すれば、データの収集や集計が簡単に行えるだけでなく、表やグラフ化もスムーズに行えま
す。また、収集したデータを定期的に自動集計することもできますので、日々の企業活動にデータを活用し、
生産性を上げることが可能なテクノロジーです。

ビッグデータなどを用いた企業のデータ分析を効率化するツール

チャットボット

主にコールセンターや取引先の窓口業務のDX化に用いられています。

チャットボットはAIと非AIタイプの大きく2種類に分けられ、顧客の質問に対して準備した適切な定型文を
表示するところは共通的な特徴です。

AIタイプのチャットボットは、顧客対応がうまくいったかどうかの結果を学習することができ、利用回数が
増えるほど適切な対応が行える確率が高くなるため、顧客満足度をより上げられる点がメリットとなります。

顧客が質問を入力すると、適切な回答をテキストで自動表示するツール



主な受給要件

1. 中小企業・小規模事業者
2. 登録されているIT 導入支援事業者のIT

ツールを導入する事業であること
3. 労働生産性の伸び率を1年後に3% 以上、

3年後に9% 以上の数値目標を作成する
こと

4. 独立行政法人情報処理推進機構が実施
する「SECURITY ACTION」宣言をす
ること

5. 低感染リスク型ビジネス枠のC類型は、
複数プロセス間の連携を可能とするIT
ツール、D類型はテレワーク環境の整備
をするクラウド対応ツールを導入する
こと

主な支給内容

受給のための手続き 問い合わせ先

生産性を高めるIT ツールの導入を支援

IT導入補助金2021

助成金の活用 ①

中小企業・小規模事業者がIT ツールを導入する経費を補助し、生産性の向
上を図る。新型コロナウイルス感染症拡大防止のための対人接触機会を減
少させる投資をしながら、生産性の向上を図る事業者向けの「低感染リス
ク型ビジネス枠」もある。

対象 支給額 限度

A類型

経費×1/2

150 万円

B類型 450 万円

低感染リス
ク型ビジネ

ス枠

C類型

経費×2/3

450 万円

D類型 150 万円

いつ 募集期間内

どこに
IT 導入補助金2021
https://www.it -hojo.jp/

なにを 申請書など

サービス等生産性向上
IT導入支援事業コールセンター

TEL 0570-666-424

IT導入補助金2021
https://www.it-hojo.jp/

https://dx -drive.com/

https://www.it-hojo.jp/
https://www.it-hojo.jp/
https://dx-drive.com/


1億円

主な受給要件

1. 直近6か月間のうち、任意の3か月の合
計売上高が、コロナ前の同3か月の合計
売上高と比較して10％以上減少してい
ること

2. 事業計画を認定経営革新等支援機関
（59ページ参照）や金融機関と策定す
ること

3. 付加価値額の年率平均3.0 ％（一部
5.0 ％）以上、または従業員1人当たり
付加価値額の年率平均3.0 ％（一部
5.0 ％）以上の増加を3～5年後に達成す
ること

4. 「緊急事態宣言特別枠」は、緊急事態
宣言に伴う飲食店の時短営業や移動の
自粛などにより、2021 年1～3月のいず
れかの月の売上高が、前年または前々
年の同月比で30％以上減少しているこ
と

主な支給内容

受給のための手続き 問い合わせ先

新型コロナウイルス感染症の影響で低迷した事業の再構築を促進

事業再構築補助金

助成金の活用 ②

新分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編などを行う中堅・中小
企業を支援する。

いつ

計画
募集期間内（202
1年度内に複数回
の募集を予定）

交付申請 審査結果の通知後

どこに
Jグランツ
https://www.jgrants -portal.go.jp/

なにを

計画 計画書など

交付申請 申請書など

事業再構築補助金コールセンター

TEL 0570-012-088

事業再構築補助金
https://jigyou-saikouchiku.jp/

対象 支給額 限度

中小企業

通常枠

経費×2/3

6000 万円

卒業枠（※1） 1億円

中堅企業
（※2）

通常枠

4000 万までは
経費×1/2 ，40
00万円を超え

る部分は経費×
1/3

8000 万円

グローバルV字回
復枠（※3） 経費×1/2 1億円

緊急事態宣言特別枠
中小企業は経費×
3/4 ，中堅企業は

経費×2/3

500 万～1500 万円
（従業員数の規模

による）

（※1）中堅企業への成長を見込む中小企業が対象（400社限定）
（※2）中小企業とは資本金10億円未満で、中小企業に該当しない市内企業
（※3）グローバル展開に取り組み、3～5年後に付加価値額が年率5.0％以上
の増加を見込む中堅企業が対象（100社限定）

https://dx -drive.com/

https://dx-drive.com/


主な受給要件

1. 次のすべての要件を満たす3～5年の事業計画を策定し、
従業員に表明していること
・給与支給総額を年率平均1.5 ％以上増加
・地域別最低賃金+30 円以上の水準にする
・付加価値額を年率平均3％以上の増加

2. 事業計画の策定には以下を参考にすること
「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドラ

イン】
https://www.meti.go.jp/policy/servicepolicy/servi
ce_guidelines.pdf

3. 「中堅企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関す
る指針」
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shis
hin.html

4. 「グローバル展開型」は海外直接投資、海外市場開拓、
インバウンド市場開拓、海外事業者との共同事業のい
ずれかに合致するもの

5. 単価50万円（税抜き）以上の設備投資をすること

主な支給内容

受給のための手続き 問い合わせ先

生産プロセス改善などのための設備投資を支援

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

助成金の活用 ③

中小企業・小規模事業者が生産性向上のために行う「革新的な製品・サービス開発」「生
産プロセス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・システム投資等を支援する。特に
新型コロナウィルス感染症の影響を乗り越えるための設備投資などを行う事業者を低感染
リスク型ビジネス枠で優先的に支援する。

対象

支給額

限度
中小企
業

小規模
事業者

一般型
経費

×
1/2

経費
×

2/3

1,000 万円

低感染リスク型
ビジネス枠

経費
×

2/3

グローバル
展開型

経費
×

1/2

経費
×

2/3 3,000 万円

ものづくり補助金事務局サポートセン
ター

TEL 050-8880-4053

ものづくり補助金総合サイト
https://portal.monodukuri-
hojo.jp/

いつ

計画
募集期間内（2021
年度内に複数回の
募集を予定）

交付申請 審査結果の通知後

どこに
Jグランツ
https://www.jgrants -portal.go.jp/

なにを

計画 計画書など

交付申請 申請書など

https://dx -drive.com/

https://www.meti.go.jp/policy/servicepolicy/service_guidelines.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
https://dx-drive.com/
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